
事業番号 - - -

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

114% 90% 90%

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

-

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

1

-

実施方法

平成30年度

％

　広報アドバイザリー事業 担当部局庁 　官房 作成責任者

事業開始年度 担当課室 　官房総務課 　原　一弘

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

　本事業は，外部専門家（民間企業）との間で年間契約を締結し，ソーシャルメディアの運用に関する分析を通じた助言等（メール等によるもの〔相談回数は
月4回程度を上限。〕及び2か月に1回の面談〔面談時における相談回数は無制限。〕）を受けるものである。

- -

3.5

0.5 -

- -

-

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

1

--

4

平成30年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

　独占禁止法等の内容や公正取引委員会の活動について，ソーシャルメディア（Twitter，Facebook及びYouTube）による情報発信を行うに当たり，当該業務
についての専門的知見を有する外部専門家からの助言等を受けることにより，効果的かつ効率的な広報を実現し，競争政策に対する国民的理解の増進を
図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び
成果実績
（アウトカム） -

令和3年度行政事業レビューシート 公正取引委員会

執行額

4 1 1 1 0

0.9 0.9

執行率（％） 100% 90% 90%

-

-

-

-

平成30年度令和元年度 令和2年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

1

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度

令和3年度当初予算

1

計

2021 公取

-

20 0008

1 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

競争政策推進委託費
令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由令和4年度要求



チェック

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

100

-

100

年度

定性的な成果目標と平成30～令和2年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

件

計算式 円　/　件数

単位

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

141 106 87

-

平成30年度令和元年度 令和2年度

366 100 -

活動実績

令和2年度

円

  外部専門家からの助言等の件数
（平成30年度は，①研修回数，②ソーシャルメディアの
運用に関する分析を通じた助言等を行うための面談回
数，③ウェブサイトに関するアクセス解析を通じた助言
等を行うための面談回数等。令和元年度及び令和2年
度は，ソーシャルメディアの運用に関する分析を通じた
面談等における助言等の件数）

単位

　外部専門家からの助言等
を受けて改善した情報発信
の件数

件目標値

57 183

- 50

実績

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

10,810

定量的な目標が設定できない理由

件

代替目標

931,950/106

件

％

940,500/100

3年度活動見込

28,494 8,792

代替指標
中間目標

3

　インターネットを用いた広報活動による競争政策に対する国民
的理解の増進は，外部専門家からの助言等を受けることによって
のみ実現されるものではなく，発信する情報の内容等他の要素を
含めて実現されるものであり，本事業と競争政策に対する国民的
理解の増進の実現との間における直接的な因果関係を分析する
ことは難しいことから，定量的な目標を設定することは困難であ
る。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

単位

  執行額／外部専門家からの助言等の件数
（平成30年度は，①研修回数，②ソーシャルメディアの
運用に関する分析を通じた助言等を行うための面談回
数，③ウェブサイトに関するアクセス解析を通じた助言
等を行うための面談回数等。令和元年度及び令和2年
度は，ソーシャルメディアの運用に関する分析を通じた
面談等における助言等の件数）

単位当たり
コスト

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

　効果的かつ効率的な情
報発信を行うために，外部
専門家の知見を活用するこ
と。

120

137 100 100

平成30年度令和元年度 令和2年度

　ソーシャルメディア（Twitter，Facebook及びYouTube）による情報発信を行
うに当たり，当該業務についての専門的知見を有する外部専門家からの助
言等を受けることにより，効果的かつ効率的な広報を実現し，競争政策に対
する国民的理解の増進を図ることを成果目標とする。
　達成状況・実績については，外部専門家から助言を得た結果，投稿の内容
を改善し，国民に対して分かりやすい情報発信を行った。

120 -

-

120

4,017,600/141

令和元年度

940,500/87

目標最終年度

年度

9,405

平成30年度



　独占禁止法等の内容や公正
取引委員会の活動についての
情報提供状況及び国民各層と
のコミュニケーションによる意
見・要望の把握を通じた競争
政策に対する理解の増進状況

　独占禁止法等の内容や公正取
引委員会の活動について広く国
民に情報提供を行うとともに，国
民各層とのコミュニケーションによ
る意見・要望の把握を通じて競争
政策に対する理解を増進する。

測
定
指
標

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

定性的指標 目標 目標年度 施策の進捗状況（目標）

-

　独占禁止法等の内容や公正取引委員会の活動について広く国民
に情報提供を行うとともに，国民各層とのコミュニケーションを通じ
た意見・要望の把握を通じて競争政策に対する理解を増進する。

施策の進捗状況（実績）

　以下を始め，独占禁止法等の内容や公正取引委員会の活動に
ついて広く国民に分かりやすい情報提供を行うとともに，国民各層
とのコミュニケーションによる意見・要望の把握を通じて，競争政策
に対する理解の増進に努めた。
（令和元年度実績）
①Twitterフォロワー数[55,186名]
 Twitterの1投稿当たりの平均インプレッション数[9,877.5]
③Twitterの1投稿当たりの平均エンゲージメント数[253.3]
（令和2年度実績）
①Twitterフォロワー数[67,560名]
 Twitterの1投稿当たりの平均インプレッション数[12,676.3]
③Twitterの1投稿当たりの平均エンゲージメント数[692.3]
（注1）インプレッション数とは，公正取引委員会の投稿がフォロワー
に実際に表示された回数である。フォロワーがリツイート等すると投
稿が拡散されることなどにより，インプレッション数が伸びる。
（注2）エンゲージメント数とは，公正取引委員会の投稿に対する「リ
ツイート」，「返信」，「いいね」，「リンク等のクリック数」，「メディアの
再生数」等の合計であり，フォロワーが反応した回数である。

-

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標計画開始時
2年度 3年度

-

年度

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績

- -

単位

-

-

年度 年度

-

-

取組
事項

分野： - -

-

-

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

2年度 3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
0



-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

　公正取引委員会の広報活動は事件の措置公表等の高い
機密性を要する業務であり，また，複雑な事案を正確に情報
発信する必要があることから，公正取引委員会自身がアドバ
イスを受ける必要がある。

○

評　価項　　目

　効果的な広報により競争政策への理解を促進することは，
独占禁止法違反行為などの未然防止等に直結する。他方，
公正取引委員会による情報発信自体が，政策内容の専門性
から難解であると思われがちであるため，外部専門家からの
助言等を得て，国民各層に普及が広がっているソーシャルメ
ディア等を活用した効果的な広報活動を行うことは，国民や
社会のニーズに応えるものである。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

　外部専門家から「伝えたい内容は投稿（本文及び画像）内
で完結させ，リンク先を見なければ内容が分からない投稿は
避けること」や「関連する投稿はスレッド投稿機能を活用する
こと」などの助言を受け，投稿の内容を改善し，国民に対して
分かりやすい情報発信を行った。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

　投稿前に外部専門家から具体的な投稿案について適時適
切な助言等を得ることで分かりやすい情報発信を行うことが
できる。研修等ではこのような効果は得られず，また，開催時
期や回数が限定的である。よって，本事業は効果的に実施さ
れている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　委託事業者の選定は相見積りを原則とすることにより，競
争性の確保を図っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　競争政策への理解度を高めるためには，分かりやすい広
報が不可欠であり，国民各層に普及が広がっているソーシャ
ルメディア等を活用した効果的な情報発信を行う上で本事業
は必要かつ適切であり，優先度が高い事業である。

　相見積りを原則とすることにより，競争性の確保とコスト削
減を図っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　ソーシャルメディアの運用に関する分析を通じた助言等に
関しては，投稿前に外部専門家に照会して適時に助言を受
けるものと，2か月に1回の面談時にまとめて助言を受けるも
のを使い分けることとし（発注時の仕様としている），外部専
門家の本業務への拘束時間を少なくすることにより，費用の
削減を図っている。

　外部専門家から「伝えたい内容は投稿（本文及び画像）内
で完結させ，リンク先を見なければ内容が分からない投稿は
避けること」や「関連する投稿はスレッド投稿機能を活用する
こと」などの助言を受け，投稿の内容を改善し，国民に対して
分かりやすい情報発信を行った結果，改善後の投稿におい
て，インプレッション数やエンゲージメント数が上昇した投稿
があった。これらの実績は，効果的かつ効率的な広報を実現
し，競争政策に対する国民的理解の増進を図るという目標に
合致するものである。

○

　使途は，専門的知見を有する外部専門家から助言等を受
けることであり，他に使途はないことから真に必要なものに限
定されている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　当初見込みどおりの助言回数である。

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　事業実施に当たっては，今後も相見積りを原則とすることにより，競争性の確保とコストの削減を図る。
　引き続き，外部専門家からの助言等を踏まえて情報発信をすることにより，効果的かつ効率的な広報を実現し，競争政策に対する国民的理
解の増進を図る。また，今後については，外部専門家からの助言等を踏まえて，ソーシャルメディアのアンケート機能等を活用して情報発信を
行う。

　外部専門家からの助言を受けることにより投稿内容が改善され，当委員会の活動内容を分かりやすく効率的に発信することが可能となってい
る。その結果，平均インプレッション数は令和元年度の9877.5回から令和2年度には12,676.3回へと約1.28倍に，同じく平均エンゲージメント数は
令和元年度の253.3回から令和2年度には692.3回へと約2.73倍になっている。また，前年度における外部専門家からの助言等を踏まえて，SNS
の新機能であるショート動画を活用し投稿したところ，同投稿はインプレッション数が17,651回，エンゲージメント数が1,589回と平均を大きく上回
る反応があり効果的であった。これらのことから，効果的かつ効率的な広報を実現し，競争政策に対する国民的理解の増進を図るためには，引
き続き，本事業により，外部専門家から助言を受けることが適当である。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

点検対象外

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成23年度 -

平成24年度 -

平成27年度

平成26年度

令和2年度
公正取引委
員会

0008

平成25年度 -

-

平成22年度 -

-

-平成28年度

平成29年度 -

平成30年度新30-0001

令和元年度
公正取引委
員会

0008

公正取引委員会

（0.9百万円）

【随意客（少額）】

A.株式会社オズマピーアー
ル 0.9百万円

ソーシャルメディアの運用に関する分析を通じた助言等



支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

株式会社オズマピー
アール

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

使　途

B.
金　額
(百万円）

費　目 使　途

計 0 計 0

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（少額）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

法　人　番　号

6010401006259 0.9

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

広報アドバイザリー業務

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要


